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される一方､在宅医療が推進 され発展 してきた (田城,
204)｡また､医療依存度の高い患者が在宅で過ごすこ
とも多くなり､高度医療を要する在宅医療を支える地域




























下MSW)が配属され､平成 15年 5月から病棟 とMSW



















































H15年 5月 1日-H16年 4月 30日の 1年間に､医療
相談依頼があった患者は565名であり､内訳は､入院患
者364名 (64.40/.)､外来通院者が97名 (17.20/.)､外部
施設か らの依頼が 97名 (17.2%)､不明者が 7名
(I.2%)であった｡本報の対象者は入院患者 364名で
ある｡平均在院日数は､60.6±57.6'日､相談日数は 24.0







で ｢呼吸器疾患｣7.0%､｢外傷 ･熱傷 ･中毒､異物､そ
の他の疾患｣7.0%であった｡それに対 し､全体の入院






































































転院した者は 154名 (42.3%)と約 4割に増加していた｡
表3 基本属性
人数 %
性別 男性 241 66.2
女性 123 33.8


















































































































































の医療処置は 30名 (8.2%)で､インスリン注射 14名､





















｢療養上の問題 ･調整｣は 38件 (7.5%)であり､自由
記載をみるとお金の管理､付き添い (各 4件)､外出 ･外
泊､家庭内暴力 (各3件)など多種多様な内容であった｡
｢経済的問題に関する相談｣では､医療費について
30件 (6.0%)､生活費について 23件 (4.6%)であった
｢社会保険 ･福祉制度に関する相談｣では､介護保険が最
も多く27件 (5.4%)､次いで生活保護が 6件 (1.2%)で
あった｡
表6 医療相談依頼書にみる相談内容
依頼項目 相談内容 内訳 件数 %
退院に関する相談 他病院の紹介 転院先 147 29.2かかりつけ医 22 44
在宅療養の 往診医 7 1.4
コー ディネート 訪問看護 25 5.0ヘルパー 17 34福祉用具 0 4その他
社会復帰施設の相談 復職 2 0.4
施設の紹介 入所先 14 2.8適 8 16
その他 退院に不安がある 18 3.6先(住居)未決定 40 79
療養上の問題.調整に関する相談 38 7.5
経済的問題に関する相談 医療費の不安 30 6.0生活 が心配 23 46
社会保険.福祉制度に関する相談 介護保険 27 5.4生活 護 6 12その他 9 8
合計(延べ件数) 504 100









連 絡 先 人数 %
行政 (福祉サービス)
病院
民間福祉サービス
訪問看護ステーション
保健福祉センター
かかりつけ医
在宅介護支援センター
警察
住居の大家
葬儀会社
介護老人保健施設
ケアハウス
職場
養護学校
弁護士
保険組合
139
122
36
16
15
15
8
5
5
4
1
1
1
1
1
1
37.5
32.9
9.7
4.3
4.0
4.0
2.2
1.3
1.3
1.1
0.3
0.3
0.3
0.3
0.3
0.3
計 371 100
Ⅳ.考 察
1年間の ｢医療相談依頼書｣により退院時に支援を提
供 した者は､全退院患者の 3.3%と少数であった｡詳細
をみると､神経系疾患では 1割の者が医療相談を受けて
いたが､経過が長期にわたり､日常生活での介護が必要
となる神経系疾患においてもその数は少ない｡本論での
対象者は､6割が予定入院であったが､医療処置を必要
とし継続的な医療が求められていること､高齢者および
単独世帯がおよそ半数を占め家族による介護が難しいな
どの社会的な背景があることなど､地域医療への継続や
社会的な問題などが病棟での対応を困難とする要因と考
えられ､少数ではあるが対応困難な患者として､医療相
談の対象者となったと考えられる｡
医療相談を依頼する割合が高かった疾病は､｢神経系
疾患｣､｢呼吸器疾患｣､｢外傷 ･熱傷 ･中毒､異物､その
他の疾患｣であった｡神経系疾患は､長期にわたる介護
が必要であり､日常生活援助も多岐にわたる｡呼吸器疾
患についても人工呼吸器､吸入､在宅酸素療法などの医
療が必要であったり､緊急時や種々の症状に対応するこ
とが必要である｡そのため､身体的な症状､医療処置に
対する入院中の病棟における指導と､医療の継続､社会
的 ･経済的問題に対する医療相談による働きかけが重要
である｡
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森山他 (1998)は､｢退院指導は患者の疾患による日
常生活-の影響を中心にア'7ダーケアについて食事や服
薬､生活の仕方などを指導するものであるが､退院計画
は､患者の退院後の場所や生活方法､支援体制などにつ
いて､総合的にかつ多職種の参加のもとに援助するもの
である｣とし､退院指導と退院計画の相違を述べている｡
手島 (1996)は､｢退院計画は､個々の患者 ･家族の状
況に応じて適切な退院先を確保し､その後の療養生活を
安定させるために､患者 ･家族への教育指導や諸サービ
スの適切な活用を援助するように病院においてシステム
化された活動 ･プログラム｣と定義している｡したがっ
て､退院計画のなかに病棟における退院指導が位置づけ
られ､多職種がその専門性を活かし､有機的に連携 した
システム構築が不可欠と考える｡ 医療相談依頼者がAD
Lに介助が必要であること､医療的な処置が必要である
など複数の問題を抱えた患者であったことを考えると､
専門職としてのMSWが ｢医療相談依頼書｣を有効に使
用し､介入していると考えられる｡横山他 (20l)は､
国立大学病院退院時の家族の不安に焦点をあて､｢症状
が軽快 していない｣｢緊急時の対応｣｢ADL要介助｣の
項目について半数以上が不安を持っていたことを報告し
ており､本論の対象者も不安を持ちやすい集団であると
考えられる｡しかし､本論では今回明らかにされなかっ
た､相談依頼のない多くの患者に対して､病棟での退院
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支援がいかに行われ､退院後の患者満足度あるいは不安
はどうであるかを明らかにする課題が残された｡-
A大学医学部附属病院は､特定機能病院として ｢高度
の医療を提供､高度の医療技術の開発 ･評価｣を行う能
力を有することと医療法第 4条に規定される (松木,
2005)｡したがって､高度医療による治療が終了した慢
性期の患者は､必要な医療が受けられる病院-転院する
ことが望ましい｡本論の依頼内容は､転院が一番多く､
入院前の居宅が自宅であった患者は約 7割であったのに
対し､退院後の居宅が自宅であった患者は約4割に減っ
ていた｡治療 ･看護の継続性を保障するために病状に応
じた転院先の確保も医療相談に関わる者の重要な使命で
ある｡ 看護師は､患者の生活を基盤とした情報提供を行
い､患者の療養生活における医療の継続を保障する義務
を有すると考える｡
連絡先は行政 (福祉サービス)機関が最多であった｡
これは､介護保険開始後､様々な施設や社会的資源が増
加し､退院後の選択肢が増加していること､退院に際し
ては一つの機関で完結することはなく､多職種の連携が
必要であることを示している｡相談内容をみると､経済
的な問題や退院に不安といった漠然とした内容も存在す
る｡ 退院支援に関わる専門職は､経済的 ･社会的な側面
と同時に精神的な支援を提供する専門的役割も担う必要
性が示唆された｡次に転院のための連絡が多く､数の上
ではほぼ同数であった｡広域医療圏を持つ大学病院の入
院患者に対する退院支援では､様々な自治体の保健 ･福
祉サービスや医療機関に関する情報の収集と､転院先と
なる協力病院との連携が必要である (堀越,1996)｡転院
者は医学的な介入の継続を必要とし､MSW による専門
的介入と同時に看護師の介入が協働して行われることが
望ましい｡これは､退院後に2割ほどの患者が必要な医
療処置があり､特に終末期ケアが 15.4%必要であること
からも明らかである｡
急性期の高度治療を目的とする病院では､末期患者が
必要としているケアを提供することがしばしばかなり困
難である (柏木,1993)と指摘されている｡ 終末期ケア
は癌患者に限らず､非悪性疾患においても症状のコント
ロール､患者 ･家族の不安､医療的処置など医療が不可
欠である｡同時に精神的な支え､経済的支えも不可欠で
あり､支援ネットワークの構築が不可欠である (木
札2α叫)｡このように考えると退院時支援における病院
での多職種の協働が患者 ･家族を支えるために必須であ
ることがわかる｡今後､退院支援に必要な情報を病棟と
的確な退院支援の専門部署が協働 して進めるために､
｢医療相談依頼書｣の改善やカンファレンスの持ち方､
退院後の継続評価を一層充実させていく必要があると考
える｡
データは､調査対象者が多岐にわたる問題を持ってい
ることを示した｡また､転院､転所が多かったが､実際
は福祉サービスの提供のための連絡調整が最も多く､医
療相談依頼書による専門職種の介入の重要性が再認識さ
れた｡特に医療処置やリハビリの必要性が高く､MSW
のみならず医師､看護師､理学療法士などの多職種がよ
りよい支援を行うために話 し合い､協働すべきである｡
今後我々は､本調査データを基にどのような支援が必要
であるかを明確にしていく予定である｡
Ⅴ.結 論
1.主要診断群別にみると､神経系疾患が最も高い比率
であった｡
2.家族構成は､独居の者が最も多かった (45.6%)｡
3.およそ 20%の患者に医学的処置が必要とされてい
た｡
4.医療相談内容では､転院 ･転所の依頼が最も多かっ
た｡
5.MSW は､福祉サービスを利用するために行政に最
も連絡を取っていた｡
本調査は､大阪市立大学医学振興協会 ｢医学部看護学
科研究奨励助成 (平成 16年度)｣を受けた｡
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